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書式第 12号 (法第 28条関係)

2019年:度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人   ヒューマンライツ・ナウ

1 事業の成果

2019年 度は、引き続き、ビルマ (ミ ャンマー)、 タイ、カンボジア、中国をはじめとするアジア地域

の人権状況の調査・ア ドボカシー活動 (人権活動家・表現の自由の侵害、ビジネスと人権、女性と子ども

の人権等の分野)に関する調査・ア ドボカシー活動を行い、ミャンマーにおける教育支援を実施した。 ニ

ューヨークの国連総会・安保理、ジュネーブでの国連人権理事会に対するア ドボカシーを続け、女性の権

利や紛争・武器と人権、ICC等、グローバル・キャンペーンを引き続き行った。

日本国内では、刑法性犯罪規定の改正を高める署名活動やメディア等を通じたアウトリーチが世論喚

起につながり、法務省の有識者検討会の設置につながったほか、AV出演強要問題の解決を求めるア ドボ

カシーも継続した。オリンピック建設現場の労働環境調査、ビジネスと人権に関する事実調査のフォロ

ーアップ、産業別での企業へのエングージメント、ESG投資への働きかけを行つた。このほか、言論・表

現の自由、外国人の権利等の国内の人権課題に取り組み、東日本大震災被災地の法律相談を引き続き行

つた。日本国内での次世代育成のため人権教育・啓発活動も行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 18,012 】千円)

事 業 報 告 用

足秋 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国際支援事業

く人権侵害事実調査・公表

プロジェクト〉

引き続き、人権状況が懸

念されるビルマ、カンボ

ジア、タイ、中国、香港等、

アジア地域における人権

状況に関する事実調査・

情報収集と報告書等の公

表、政府機関・国連等への

提言・ロビー活動等を行

った。

ビジネスと人権に関連す

る現地からの情報収集 と

ネットワーキング、調査

を継続した。

通年

日本、 ビ

ルマ、中

国等

ニューヨ

ーク・ジ

ュネーブ

50名

ビルマ、

中国、カ

ン ボ ジ

ア、タイ、

等当該市

民一般

無数 1,758



国際支援事業

く女性の人権プロジェク

ト〉

引き続き、枷eToo運動を

応援 して、国内で様々な

イベン トを開催 し、メデ

ィアにアウ トリーチをし

て意識 。世論喚起に務め

たほか、他団体 と共同で

オンライン署名で刑法性

犯罪規定の改正を求め、

法務省の有識者検討会議

の設置などを求め、 日本

における性被害根絶のた

めの政策提言を行った。

引き続き日本の AV出演強

要被害根絶のための政策

提言、ロビー活動、啓発活

動を行った。女性の人権

活動家の迫害に対 し声明

を出すなどの支援を行っ

た。

通年

日本、ニ

ュ ー ヨ ー

ク

35名

日本、ア

ジア、中

東等の女

性一般。

無数 1,836

国際支援事業

〈子 どもの人権プ ロジェ

ク ト〉

米国連邦修 9条類似の学

校教育における性差別禁

止を求める政策提言のた

めの調査活動を行った。

また、SI)Gs16-2ゴール実

施の促進に関する活動を

行い、福島第一原発事故

の後の子 どもの健康に対

する権利問題への取 り組

みを継続 した。 ミャンマ

ー、イラクなど海外の子

どもの権利侵害について

モニタリングとア ドボカ

シーを継続 した。

通年 日本等 30名

日本 、 ミ

ャ ン マ

ー、イラ

ク等の子

ども

無数 1,972



国際支援事業

〈海外人権教育プ ロジェ

ク ト〉

ビルマ国内で、弁護士会

等と連携 し、弁護士、学生

などを対象 とする人権教

育を実施 した。カチン民

族、ロヒンギャ住民を訪

問 してニー ズ調査 を行

い、迫害を受ける少数民

族への教育の充実のため

の協議を行った。

通年

日本、ビ

ルマ、タ

イ、カン

ボジア、

中国等

25名

ビルマ、

タイ、カ

ン ボ ジ

ア、中国

等市民・

法律家・

学生

直接的に
は約 100
人。波及
効果 とし
て は 無
数。

3,073

人権の促進保
護のための調
査・研究提言・
普及事業

く人権政策提言プ ロジェ

ク ト〉

日本 の人権 状況 につい

て、国際基準・各種国連勧

告に従い改善 されるよう

政策提言・ア ドボカシー

等を行い、外交・援助政策

において人権が主流化 さ

れるよう政策提言を続け

た。

オ リンピック関連施設建

設現場の労働者の権利の

実態について現場調査を

行い、労働者の人権に関

する調査報告書を公表、

組織委員会に対 し、調達

コー ドに係る通報受付窓

口への通報を行った。外

国人の権利、言論・表現の

自由等の課題について、

引き続き活動を進めた。

被災地での法律相談を継

続 した。

ビジネスに関連する人権

問題については、商社の

人権方針・人権デューデ

ィリジェンスに関する取

通年 日本 30名

日本、ア

ジア諸国

等の市民

無数 4,383



組みのアンケー トやアパ

レル企業の取組に関する

セ ミナーの開催、食品産

業への対応、技能実習生

問題への取組を通 じ、企

業への働きかけを強化 し

た。また、日本政府 と企

業、投資家等に対 し、国連

ビジネスと人権指導原則

に即 した人権尊重・保護

を実施す るよ う働 きか

け、ダイアローグを強化

した。

人権の促進保
護のための調
査・研究提言・
普及事業

〈国連 。国際人権基準の調

査・ア ドボカシープロジ

ェク ト〉

ジュネーブの国連人権理

事会の会合や条約機関会

合に参加 して、アジア地

域等の人権課題に関する

討議に参加 し、情報提供・

政策提言・ア ドボカシー

活動を展開した。

ニュー ヨークでは他団体

と連携 し、国連総会、安保

理等で、人道的軍縮の課

題や人道危機状況への対

応等、グローバル課題に

対 し、ア ドボカシー活動

を推進 した。

通年

東京、ニ

ュ ー ヨ ー

ク、ジュ

ネーブ等

20:名
日本の市

民一般
無数 3,300

人権の促進保
護のための調
査・研究提言・
普及事業

く国内情報提供プ ロジェ

ク ト〉

アジア地域、日本、そして

世界の人権侵害の状況 と

当団体の政策提言につい

てウェブサイ ト、メディ

ア、ニュースレター等に

より情報提供を行 う。ま

通年

東京、ジ

ュネーブ

をi
■F

600名
日本の市

民一般
無数 1,690



た、シンポジウム、トーク

イベン ト、報告会等の開

催、出版などを通 じた啓

発活動を行った。

国際人権アカデ ミーなど

の開催を通 じ、様々なレ

ベルで人権にかかわる普

及啓発を行い、国際人権

基準の普及に努めた。

さらに、中高生向け人権

教育の事業やユースフェ

スティバルの実施、世界

子 どもの日映像スピーチ

コンテス トの開催、中高

生のための人権教育教材

の普及等を通 じ、次世代

への人権普及啓発活動を

強化 した。

書籍、グッズ販売を人

権啓発活動の一環 として

行った。

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

本年度は、その他事業は実施せず、上記記載のとお り、人権啓発活動の一環 としての書籍、グッズ販売を

行った。

足 款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 14号 (法第 28条関係)

平成31年度 活動計算書 (そ の他事業がb=登場合)

人  ヒュー マ ン

単イ立 :円

特定非替利活動に慄る事彙 その他事業
お 目

金   饉 小■・合計 全  額 4ヽ■・合計
合計

4.661.668
601,035
45.607

2,260.000
960.500

●523.mO 8.528,810

ポ ー

●

受取利思

正会員会,
責助会員会費
学生会員会費
法人会員会費

個人寄付
法人寄付
パツューブックス
ベネフィットワン
ソフトバンク
ノースフィール ド
お宝エイド
世界こどもの日
その他寄付金

ルサ・文化創造協同助成金
FRENCH EMBAS

連合愛のル^

グッズ売上

書霧売上
DVD売 上

英会話収入
チャツテ ィーパーティー収入

681.300
100.212
180,679

7.600

10.233
25.297
51.864

1.460.000
37.344

5. 122.197

み077.226 7.677,226

141,085
122.000
801,173
500.000

1.昴疇:慶聘 1.504,2邸

70.611

20,348
47.000

602,083
]80.000

3.783.296

4.1● C」

“

● 4,71�,930

75
75 75

7.366.535
782.075

3.140.61● 3.148,6101

2

1

ソ フ ェ ア

給与手当

2

業務委託賽
公演・イベン ト費用
消耗品費
広告宣伝費
期首貯蔵品棚卸高
期末貯蔵品欄卸高
旅費交通費
通信費
保険料
水道光熱費
a税公課
地 rヽ家賃
支払手数料
諸会費
新間図書費
会議費

給与手当
法定福利費

業務委に,
公演・イベン ト費用
旅費交通費
通信費
保険料
水道光熱費
消耗品費
■税公課

地代家賃
広告宣伝費
支払手数料

議会費
新関図書費
会議麦

3.538.198
547.333
423.051
656.312
801.972

-1.315.3:3

1.332,781
595.813

7,736
294.127

1.190
2.103.051

834.777
17.255

9.●14.51 9.“4,51

l.299,979
138.018

1.●■口7 1.4′ ,I17

1.10● 21
349.569

1.675
119.838

40,534
474

51.908
71,204

210
292,839
84.984

136.920
3.045

972
2,587
8.505

1.10颯 舛

2(D■211

1 357_969 1.857 069

雑損失

13,203
156.170

lm.373 169.373

当 畑 i 嘔 ・・

“

2) -169 073 -169.373

理 晉

1.688.5961.“疇.:

1“ .1∞
9.500.:94

11_OM.6"

■E:                 ■■■■■■ ■■■■■■ ■■■■■■ ■■■■■■ ■■■■■■

コロ:コ[■口              ■■■■■■■塑□臣コ |■■■■■ ■口■■■口

"コ
ロ軍コ

|IEFヨ F::ヨ
「

1■腑                    ロロ|■|■|■||||||||||■

Ｔ

二
■■ロロロ 暉m"詢 ■■■■■ ‐ ‐ □ EI,1

ll                  ■■■■■■ ■■■■■■ ■■■■■巨 11

_百こ l             ■■■■■ 壼‐ ■畳Ш ■■■■■■■ ■■■ml四 団 画 I

■Eiヨ臨口●ヨロ □EI

コロ‐ ″ ヨ
『

:             ロロ■■口■■■■■■口 |■■■■■ ■ ■■■■【】
■Eユ J□                 ■■■■■■ ■■■■■■ ■■■■■■

:1:::Π:[_1:::「   「1::Ii:                                                                             ::::::::::::::::::::: ■■■■■■■■ロロ■田
■ ■ ■ ‐ ■■■■厠

■■■■■■■■■■■■■■■■口■■■■■■■■■■■■■

“
■■‐ ビL,■巨」圧 ヨ 」■コ E:口■i■[■ 10"´咀【)|コ■

=0■
■■■■■■■ ■■■■■‐ ■■■■■腱】

■J

匡
=亘

亜コ

.西 コ繭 同



金   腫  1小 ■・ 合計

16 981

15.754.133

1.226.997
小野基全

属災ビルマ基金

小

小野基金

属災ビルマ基金

-5.000,00■
-122.107

次期操越指定正味財産

小野基金

属災ビルマ基金

10,754.133

1.104.800
1儡 晟 T嗅 財



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成31年度 貸借対照表
人 ヒューマン ツ・ナウ

車 柿 :円
金   額

(1)
2

の

A

ソフトウェア
(2)

敷金

3

現金

普通預金

貯蔵品

仮払金

前払費用

未収金

立替金

424,056
20,553,934

1,355,338

226,779
649,179

354,000
470,968

24,0鉾,2騒

1,077,300

322,223

l_lS9_E

【A】 資 産 合 計 ①+② 25,433,777

長期預 り金

の

2

+

1

B-1

り雇用保険

未払金

未払費用

未払法人税等

前受金

預 り金

120,000

941,839
70,000

1,200,057

21,420

11,026

2.∞4.(‖2

155,812

155,312
2,520,154

(一般正味財産 )

(指定正味財産 )

当期正味財産増減額

(一般正味財産)

B-2 正

定正 産

9,500,194
16,981,130

1,432,299
-5,000.000

26,481,324

22_913_623

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 25.433,777

■口田■FΠI■

一ば

・ ・ ・ 0

凛 :‖ 産  合  計



28

平成31年度  計算書類の注記

重要な会計方針

計算書類のIF成は.WO会 計基準によつています .

(1)柳卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産 (貯蔵品)の評価方法は.個別法によつています。

(2)固 定資産の減価償却の方法

無形固定資産 定額法を採用 してお ります .

(''消費税等の会計処理

消費在の会計処理は.■込経理方式によつています .

2 事業別損益の状況

使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附全等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです.

当法人の正味財産は22.913.623円 ですが.その うちll.981.130円 は.下記のように使途が特定されています.

したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

内 容 期首残高 当期増加額 当期減少額

"末
残高 偏 考

小野基金

震災ビルマ基全

合計

15.754. 133

1,226.997

5,000.000

122.197

10.754,138

16 981 130 5.122 197

4 固定資産の増減内訳

円

5 借入金の増減内訳

=l目
効首残高 当効借入 当期返済 期末残高

合計

6 ■員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです.

科 目
計算書類に計
上された金額

内.役員との

取引

内.近規者及
び支配法人と

の取引

く活動計算書)

活動計算書計
〈貸借対熙表)

貸借対照表計

科 目 子どもの人権 女性の人権
人観 害

事実調査

海外人権

教育

人権政策
促言

国連・国際
人権基準調査

国内情報

提供
事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1 受取会費
2 受取キ附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益

経常収益計

Π 経常費用
(11人件彙

給料手当

法定福利費
人件費計

(2'そ の他経費

業務委託姜
公演・イベン ト費用

消耗品費
広告宣伝費

"首
貯蔵品柳卸高

期末貯蔵品椰卸高

旅費交通費

通信費

保険料

水道光熱費
租税公課

地代家賃

支払手数料

議会贅

新聞図書費

会露カ
ンフ トウェア償却

その他経費計

経常費用計

当初経常増減額

282.705

500.000

52,000

301,170

34.500

122,197

2.816.144 l.291.589

0

1.582.197

1.301, 170

4.476.938

8.528.810

6.095,029

260.085

227.000

75

8.528.810

7.677,226

1.564.258

4.703.938

75

1.742.705 552.000 835.673 2.938.341 1.291.589 7.3“ .308 15.l13.999 22.474.3o7

866.661

92.009

866.651

"

866.651

92,009

1.299.9,7

138,013

1,299,977

138.013

l.299.977

138.013

866.651

92.009

7.366.535

782.075

1,299,979

138.018

8,666.514

920.093
958.660 958,660 958.660 1.437.990 1.437.990 437 990 958.660 8.148.610 1.437.997 9.586.607

281.225

67.524

64.911

140,591

0

86.510

27.019

315

140

195.222

104.711

2.030

648

1.723

5.670

233.045

52.408

47,465

71.910

0

83,256

27.O19

315

34.603

140

195,222

122.094

2.030

648

].723

5.670

233.045

1,113

47.465

72.580

0

86.040

27.019

315

140

195.222

91.576

2.030

1,723

5.670

360.'04

1,670

71,198

86,430

0

643.848

59,749

5.532

51,905

210

146.224

3.045

972

2.585

8.505

1.812.567

64.895

71.954

122.571

332.125

40.529

472

51.905

210

292.833

139.748

972

2.586

8.505

349.567

1.670
71.198

&t,930

0

119.805

2,3.699

472

51.905

210

736.497

137.354

3.045

972

2,585

3.505

263.045

358,553

48.860

77,300

801.972
-1,355,338

81.167

120,

315

140

222

070

030

643

132

670

195

2

4,

5

3.533.198

547.833

423.051

656,312

801.972
-1,355,338

1.332.781

595,813

7.736

1.190

2.103.051

834.777

17.255

5.508

17.056

48.195

349.569

1.675

71,204

84.934

119,

40`

51,

136,

3.

2.

3.

534

474

908

210

920

045

972

587

505

3.882,767

549.508

494,255

741.246

801.972
-1.055.338

1.452.619

636.347

8.210

346.035

1.400

971,697

20.300

19.643

56.700
1.012.812 3η.548 799.189 1.635.410 2.941.916 1.862.444 732.168 9.864.517 1.165.214 11.029.731
l.971.502 4.382.006 3.3α  434 1.690 828 18 013.127 2.603.211 20 616 338

-1.757.849 -2.237 727 -1 444 565 -3.300.434 -399 239 -10 652.819 12.510 788 1 3S' 969

取得 減少 期末取得価預 減価償却累計薇

733.862

1. 134.000

411.639

1.134,000

322,223

56.700 l.077.300

322.223敷金

ソフトウェア
の他の資産

733 862 1 134 000 1 456 223

囲目【瓢菰□

そのイL特定非営利活動法人の資産.負債及び正味財産の状態並びに正味財この増減の状況を明らかにするために必要な事項
事業費 と管理奏の按分方法

事業費と管理費の按分は.事業に係る

「

業を見積もって技分 してお ります。

特
=非

曾利活塾塗△ヒ■―マンライ2・ ナ2



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成31年度 財産目録
特定非営利活動法人ヒューマンライツ・ナウ

金  1腫 小  計 合  1計

320,534

95,770

1,469

6.283

723,732

1,006,693

13,862

34,000

109

6,115,421

25,537

669,878

173,834

311,741

724,994

10.754,133

20,977,990

1,355,338

226,779

295,371

353,808

649.179

470,968

‐^賓金易督基′にル).墓茎
1本:`し _)

日:1営[:外貨)三発UFf鷺
行T:ス

ちょメ
f晏蜃行
薦;pal r_貨

)

][|:1行

立替金

ミモザの森法律事務所 家費・水道光熱費 1月 .2月 .0月 分

ソフトウェア
Selesforce支援者管理システム

1)

クロス トン

の

敷金

(2)

3)

仮払

前払費用

支払家賃

支払家賃 (NY)

*r&&
e#) ln4 l>l 354,000

354,000

24.“4“諄4

1,077,300

322,223

1_3劇

"留
鰺

【A】 資 産 合 計 ①+② 25.433.777

-1

120,000

646,639

295,200

941,839

70,000

360,000

115,000

225,057

500,000

1.200.057

未払法人税

り雇用

未払金

国内人権教育のDD
未払費用

給与手当・交通費
東京合同事務所

前受金

個人会員

贅助会員

連合愛のカンパ

J村 IヽC

預り金

源泉所得税 21.420

11.026

23臨 342

長期預り金 155.812

155_312

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 2.520,154

【B-2】 工 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 22.913.623

■■■■旧 ■■■■
■■■■■ ■■■■

■■■■■
■■■■■■■■■■
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一
一

■■■■■
■■■■■
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書式第 18号 (法第28条関係)

事業報告用

2019年度年間役員名簿 |`:驚鷹|:ξll馴高離|:1〔|マ脱蔀層馨膚ξ脚3覇ぉ
居所並び

特定非営利活動法人 ヒューマンライツ・ナウ

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏名
住所又は居所

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

1
監事

(シ ンヘボン) 2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年  月  日

年  月  日
(申 恵辛)

2

ゴトウヒロコ 2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年  月  日

年  月  日後藤 弘子

3
監事

ウエヤナギトシ
ロウ

2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年  月  日

年  月  日上柳 敏郎

4
監事

イ トウカズコ 2019年

2020左F

4月  1日

3月  31日

2019年

2020年

4月  1日

3月  31日伊藤 和子

5
監事

スギモ トアキラ 2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年  月  日

年  月  日杉本 朗

6
監事

イ トウマコト 2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年  月  日

年   月   日伊藤 真

7
監事理事

ドイカナエ 2019年

2020生「ニ

4月 1日

31日3月

年  月  日

年  月  日土井 香苗

8
監事

クープステファ
ニールイーズ

2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年 月

月

日

日年
C00P STEPHANIE

LOUISE

⌒

klヲ
監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事業報告用

9
監事 テラマチ トウコ

寺町 東子

2019年

2020年

4月 1日

31日3月

年 月

月

日

日年

10
・監事 ミウラマリ

三浦 まり

2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年  月  日

年 月 日

11
監事

ユキタジュリ

雪田 樹理

2019年

20204「

4月 1日

31日3月

年  月  日

年 月 日

12
監事

ノマケイ

野間 啓

2019年

2020年

4月 1日

31 日3月

年  月  日

午  月  日

13
監事

タテイシヒロコ

建石 真公子

2019年

2020勺「ニ

4月 1日

31 日3月

年  月  日

年  月  日

14
理事

.r\-"Ft B:7

濱田 広道

2019年

2020■ヨ

4月 1日

31日3月

年  月  日

年 月 日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立 `事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 ヒューマンライツ・ナウ

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 (申 恵キ)

2
後藤 弘子

3

上柳 敏郎

4
阿部 浩己

5
伊藤 和子

6
伊藤 真

7
土井 香苗

8
新倉 修

9
三浦 ま り

10

道 あゆみ



11

米良 彰子

12


